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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、株主・投資家のみならず、社員や取引先等、全てのステークホルダーから正しく理解され、ステークホルダーとの間に生まれる
信頼と共栄の関係を継続させることが、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の最大化を実現するものと考えております。この意識を念頭に
置き、全てのステークホルダーから信頼を得る企業を目指すべく、コーポレートガバナンスの充実を経営上の最も重要な課題の一つとして位置付
けております。

　これらを実現するために、経営の健全性、効率性及び透明性を高め、経営の意思決定、業務執行・監督、内部統制等について適宜適切な体制
を構築してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

（補充原則４－１０①）

　当社の取締役会は、取締役７名のうち過半数の４名が社外取締役で構成されており、その独立性・客観性を担保する体制を構築しております。
これに加え、独立役員（社外取締役）を２名選任しておりますが、独立役員はその役割・責務を理解し、独立した客観的な立場に基づいて会社に対
し適正な意見が述べられるよう、相互の連携を図っております。任意の指名委員会・報酬委員会等、独立した諮問委員会を設置することについて
は、今後検討を行ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

　コーポレートガバナンス・コード（原則１－４）、（原則１－７）、（原則２－６）、（原則３－１）、（補充原則４－１①）、（原則４－９）、（補充原則４－11
①）、（補充原則４－11②）、（補充原則４－11③）、（補充原則４－14②）、（原則５－１）の各原則については、当社ホームページ内「コーポレートガ
バナンス」にて開示を行っております。

　詳細に関しましては以下のURLよりご覧ください。

　URL：　https://company.golfdigest.co.jp/ir/policies/governance/

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

（株）ゴルフダイジェスト社 3,250,000 17.78

石坂信也 3,121,200 17.08

木村玄一 1,250,000 6.84

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505019 932,900 5.10

木村正浩 900,000 4.92

日本トラスティ・サービス信託銀行（株）（信託口） 879,200 4.81

日本マスタートラスト信託銀行（株）（信託口） 658,300 3.60

特定有価証券信託受託者（株）SMBC信託銀行 300,000 1.64

J. P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S. A. 380578 297,500 1.62

大日本印刷（株） 276,000 1.51

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員

数
1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　本報告書提出日現在、当社の大株主第３位である木村玄一氏、第５位である木村正浩氏は、当社の社外取締役であると共に、当社大株主第１
位である株式会社ゴルフダイジェスト社の代表取締役、専務取締役を務めております。当該第１位、第３位、及び第５位を合算した当社所有株式
数は5,400,000株となり、その所有割合は29.55％となります。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

木村　玄一 他の会社の出身者 ○ ○

木村　正浩 他の会社の出身者 ○ ○

橋岡　宏成 弁護士

岩澤　俊典 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

木村　玄一 　
　当社の取引先であり主要株主である
（株）ゴルフダイジェスト社の代表取締役
社長であります。

　当社の属するゴルフ業界に関する深い造詣
から、当社事業推進における施策に対し、様々
な助言、意見を当社の経営に活かしていただき
たいため、選任いたしました。

木村　正浩 　
　当社の取引先であり主要株主である
（株）ゴルフダイジェスト社の専務取締役で
あります。

　当社の属するゴルフ業界に関する深い造詣
から、当社事業推進における施策に対し、様々
な助言、意見を当社の経営に活かしていただき
たいため、選任いたしました。



橋岡　宏成 ○ 　該当事項はありません。

　弁護士として培われた企業法務の幅広い知
識・経験を当社の経営に活かしていただくととも
に、法律の専門家として当社の経営全般に対
して提言いただくことにより当社のコーポレート
ガバナンス強化が期待できるため、選任いたし
ました。

＜独立役員指定理由＞

　当社の論理に捉われず、法令を含む企業社
会全体を踏まえた客観的視点で経営を監視し
ていただくことで、取締役会の透明性の向上お
よび監督機能の強化に繋がるものと判断して
独立役員に選任いたしました。同氏が入行して
いた㈱三井住友銀行と当社との間には取引関
係がございますが、同氏が退行後相応の期間
が経過しており、同氏の独立性に影響がないも
のと判断しております。

岩澤　俊典 ○
　当社の取引先であるアビームコンサル
ティング（株）の代表取締役社長でありま
す。

　グローバルに事業展開するIT関連企業経営
者としての企業経営に関する豊富な経験・実績
と高い見識を有しており、当社の資本政策、IT
関連施策及び事業計画等の経営施策の根幹
を成す重要事案につき、有識者として様々な見
解や助言を当社の経営に活かしていただきた
いため、選任いたしました。

＜独立役員指定理由＞

　岩澤氏は、当社の論理に捉われず、IT企業
経営に関する豊富な経験・実績と高い見識を
活かし、取締役会の活性化に貢献していただ
けるものと判断して独立役員に選任いたしまし
た。同氏が代表取締役社長を務める会社と当
社との間には営業取引関係がございますが、
同氏の独立性に影響する規模ではないものと
判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役会、経理・財務・経営管理等の関係部門が連携して、十分な監査日程の確保に努めるとともに、外部会計監査人が適切な監査を実施で
きるよう、外部会計監査人の要望に即時に対応できる体制の確保に努めております。

　監査役会と会計監査人は、監査役会において通年行われる業務監査・会計監査の状況、取締役会等の決定機関における審議内容等につき、
適宜会計監査人との会合の場を設け、情報・意見の交換及び指摘事項の共有を行い、適正な監査の実施及び問題点、指摘事項の改善に努めて
おります。

　また、内部監査を担当する監査室は、年間監査計画のもと内部監査を実施し、監査報告書を代表取締役に提出しております。その監査結果、指
摘事項、改善状況等につき監査役と情報共有を行い、相互連携の強化を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

上住　敬一 他の会社の出身者



濵田　京子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

上住　敬一 　 　該当事項はありません。
　公認会計士の資格を有しており、専門的な知
識、経験を当社の監査体制の強化に活かして
いただきたいため選任をいたしました。

濵田　京子 　 　該当事項はありません。

　社会保険労務士として培われてきた企業法
務に関する深い造詣と高い知識、法令・定款の
遵守に係る見識を監査体制の強化に活かして
いただきたいため選任いたしました。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

　東京証券取引所が定める独立性基準を踏まえ、独立役員（社外取締役及び社外監査役）の選任に際しては、現在または最近５年以内において
以下の基準に該当しない者であって、経歴や当社グループとの関係を踏まえ、当社グループから独立した立場で職務を遂行できる十分な独立性
が確保できる者を選任しております。

Ａ．当社グループを主要な取引先とする者またはその業務執行者

Ｂ．当社グループの主要な取引先またはその業務執行者

Ｃ．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家

Ｄ．当社グループを主要な取引先とするコンサルティング事務所、会計事務所または法律事務所に所属している者

Ｅ．最近1年以内に当社の親会社または子会社の業務執行者、業務執行者でない取締役あるいは監査役であった者

Ｆ．上記ＡからＥまでのいずれかに掲げる者（重要でない者を除く）の近親者

Ｇ．当社グループの取締役及び監査役、執行役員の近親者

　当該基準に基づいて２名の独立役員（社外取締役）を選任しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

　役職員の業績向上への貢献意欲及び士気を高める目的で、ストックオプション（新株予約権）制度を導入しております。なお、2013年以降ストック
オプションの付与はございません。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

　



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　有価証券報告書及び事業報告において、当該期における取締役・監査役・社外役員それぞれの報酬総額を開示いたしております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬等の額は、国内企業の水準及び経営内容、従業員給与等とのバランスを考慮し、株主総会が決定する報酬総額の範囲内におい
て、役位及び担当職務、各期の業績等を総合的に勘案して、取締役会により決定しております。なお、役員退職慰労金は、社内規程に基づき取締
役会において決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役及び社外監査役が、それぞれ適切に自らの業務を遂行するために、自身が保有する情報に不足がある場合、取締役は各自が取締
役会事務局を通じて、監査役は主に常勤監査役が内部監査部門、リスク統括部門を通じて、情報や資料の提供を求めることができる体制となって
おります。また、それぞれ要請を受けた部門は、適宜情報や資料を提供しています。

　

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　取締役会は、経営監視機能の客観性、中立性を高めるため、全７名のうち過半の４名が社外取締役で構成されております。また、監査役会は全
3名のうち過半の2名が社外監査役で構成され、取締役の職務執行の厳正な監視を行っているため、経営監視機能の客観性・中立性は十分に確
保されております。

　その中で、当社は、取締役会の機能をより強化し、経営効率化を促進すべく、執行役員会を設けております。執行役員会は執行役員にて構成さ
れ、取締役会が決定した基本方針に基づき、重要な業務の執行及び計画について協議を行っております。執行役員の選解任は取締役会の決議
により行われ、取締役社長は代表執行役員を兼務いたします。執行役員は、取締役会より委嘱された業務を遂行し、迅速かつきめ細かい業務執
行が可能となるよう経営体制を整備しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　経営監視機能の客観性・中立性が高まるとの判断から、全３名のうち過半の２名が社外監査役で構成される監査役会を設置し、社外監査役２名
（うち女性１名）による厳正な監査を行っております。また、取締役全７名のうち過半の４名が社外取締役で構成される取締役会により、業務執行に
関する実効性の高い監視・監督を適行っております。このように、監査役会及び取締役会の果たすべき役割を十分に発揮できるものと判断し、こ
の体制を選択しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

　株主が総会議案の十分な検討期間を確保できるよう招集通知の早期発送に努めるとと
もに、東京証券取引所のウェブサイト、当社ウェブサイト及び議決権電子行使プラット
フォーム等を通じて、招集通知に記載した情報を招集通知発送の約１週間前に早期開示
しております。

集中日を回避した株主総会の設定
　株主総会が株主との建設的な対話の場であるとの認識のもと、少しでも多くの株主が出
席できるよう、極力株主総会の開催日は極力集中日を回避した日程で設定することとして
おります。この考えに基づき、当社の定時株主総会は、午後に開催しております。

電磁的方法による議決権の行使
　株主が議決権行使しやすい環境の整備が必要であると認識し、インターネットによる議
決権行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

　機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームを利用して議決権の電子行使を可能
としています。また、議決権電子行使プラットフォームに招集通知の英訳を掲載しておりま
す。

招集通知（要約）の英文での提供
　招集通知（要約）の英訳版を東京証券取引所のウェブサイト、当社ウェブサイト及び議決
権電子行使プラットフォームで開示しております。

その他
　定時株主総会では、議長を務める代表取締役社長が、法令で定められた報告事項に加
えて、将来の見通し等を説明し、当社の事業内容及び事業戦略への理解促進と、相互コ
ミュニケーションの向上を図っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

　全ての株主の権利が実質的に確保されるように、株主に充実した情報を迅
速かつ的確に提供するためのIR活動を行っております。IR活動に際しては、当
社グループの経営方針や事業戦略、業績、財務等に関する情報をわかりやす
く、公平かつ正確に提供することを基本方針としており、金融商品取引法等の
諸法令及び東京証券取引所の定める「有価証券上場規程」に従い、速やかに
情報を開示しております。また適時開示規則には該当しない場合でも、株主に
とって有用と思われる情報については、適時開示の趣旨を踏まえて適切な方
法により迅速、正確かつ公平に開示を行う方針としております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催

　アナリスト・機関投資家向けの決算説明会を年に１回開催しており、その模様
を録画して、誰でもアクセスできるよう当社ウェブサイトやSNS等に掲載してお
ります。

　また、この説明会とは別に、年に１回代表取締役社長及びIR担当取締役によ
る決算内容等の説明動画を制作し、当社ウェブサイトやSNS等に掲載しており
ます。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　年に１回アナリスト・機関投資家向けに決算説明会を開催し、代表取締役社
長及びIR担当取締役が決算の状況や中期経営計画の達成状況等を説明して
おります。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

　年に１回程度、アジアの機関投資家を訪問し、事業戦略や財務戦略等につ
いて説明しております。

　また、国内における決算説明会の録画動画や決算説明動画の英訳版を制作
し、当社ウェブサイト上に掲載しております。

あり



IR資料のホームページ掲載

　IR専用ページ「株主・投資家の皆様へ」を設けております。

　「IRニュース」では、迅速なIR情報の発信に務めております。また、「IR資料
室」等では、適時開示情報や法定開示情報等をはじめ、決算説明会資料など
のIR情報をタイムリーに掲載しております。その他、社長メッセージ、IRポリ
シー、コーポレートガバナンスを掲載した「経営方針」、年間のIRスケジュール
を掲載した「IRイベント」、図表を用いて財務状況をわかりやすく発信する「財務
指標」、株式実務に関する情報を掲載した「株式情報」等にて株主にとって有用
となる様々なIR情報を発信しております。

　また、当社グループの決算内容等について代表取締役社長及びIR担当取締
役が説明を行う動画や、当社グループの事業内容を紹介する動画を配信する
等、一人でも多くの株主・投資家に当社グループをよく知っていただくために動
画を活用しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
　ＩＲ担当部門を設置し、当社取締役執行役員最高財務責任者がIR担当部門を
管掌しております。また、代表取締役社長もＩＲ活動に積極的に関わっておりま
す。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社グループでは、ゴルフを通じて社会に貢献するという思いを込めて「ゴルフで世界を
つなぐ」というミッションを掲げており、ステークホルダーとの対話と協働を通じて、グローバ
ルな視点で社会的責任を果たす活動を自主的かつ積極的に推進しております。

　具体的な活動には、ゴルフ用品のＥＣ販売に際し、商品発送用梱包材をできる限り省資
源化・軽量化する取組みを続けております。この結果、取組前と比較して商品１つあたりの
段ボール使用量が削減され、資材費や輸送費の削減にもつながっております。この取り組
みは、経済産業省の容器包装の合理化に関する取組みの事例として採用されておりま
す。

　また、開発途上国の飢餓と先進国の肥満や生活習慣病の解消等を目的とする、「Table

for Two」へ参画し、ゴルフを通じた社会貢献活動を行っております。具体的には、当社グ

ループの提供するゴルフスコア管理アプリ利用者のバーディ、イーグル、ホールインワン等
のプレー数に応じて、当社が寄付を行うという仕組みを提供しております。寄付金は「Table

for Two」を通じて発展途上国の農業支援のために利用され、アフリカ等に菜園を作るため

の資金として利用されております。

　今後も、定期的に開催される執行役員会及び取締役会において、当社グループらしい社
会貢献の在り方について、審議・検討を継続してまいります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　株主・投資家に対し、当社グループの経営方針や事業戦略、業績、財務に関する情報を
分かり易く、公平かつ且つ正確に提供することを基本方針としております。

　このような基本方針のもとに具体的な対話施策を実現すべく、最高財務責任者統括のも
と、開示を担当するＩＲ担当部門は、他部署との連携を図りながら、社内外の情報を共有
し、迅速に開示できる体制を構築しております。

　また、ステークホルダーが当社グループに関する情報を公平か且つ容易に取得する機会
を確保するため、当社ホームページ上に適時開示情報の他、ステークホルダーにとって有
用と思われる情報を随時掲載しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定
内容及び運用状況の概要は以下のとおりであります。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するために、常勤監査役１名及び社外監査役２名で構成する監査役会を設置し、取
締役の職務執行の厳正な監視を行っています。加えて、意思決定の妥当性を高めるため、社外取締役を任命し、また会計監査人による厳正な会
計監査が実施されております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社の文書管理規程及び情報セキュリティ基本規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、「文書等」といい
ます。）に記録・保存し、取締役及び監査役は常時これらの文書等を閲覧することが可能となっております。

　なお、文書管理規程の改廃は執行役員会審議の上で代表執行役員の決議、情報セキュリティ基本規程の改廃は取締役会の決議をもって行わ
れております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループは、環境・災害・品質・売買管理等に係るリスクに対し、各部署において、ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアル作成・配布
等を行っています。さらに個人情報及び情報セキュリティ並びに当社グループ全体のリスクマネジメントを推進するリスク統括部門を設置していま
す。リスク統括部門は、予め想定されるリスクを分類し、迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を確保し、各部署の日常的なリスク管理体制の運用
と状況を監視しています。また、定例会議を毎月開催し、当社グループ全体のリスクに関する情報の共有及び各種対応の報告等を実施しておりま
す。

　なお、有事の際は危機管理規程及び関連マニュアルに基づき「緊急対策室」が設置され、危機管理を統括しております。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、経営方針、その他の経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督しております。また、取締役会の経営監視機
能の客観性、中立性を高めるため、社外取締役を選任しております。取締役会規程に基づき、定時取締役会を月１回、または必要に応じて臨時取
締役会を随時開催しております。取締役会には監査役も出席し、業務の執行状況について、法令及び定款に違反していないかどうかのチェックを
行うとともに、必要に応じて意見を述べております。当社グループの業務の運営・執行については、経営計画、年度予算の立案、全社的な目標の
明確な設定、各部署への目標付与を行い、その達成に向けた具体策を立案・実行しております。

　また、取締役会の機能をより強化し、経営効率化を促進すべく、取締役会の意思決定機能を補佐する役割を担う執行役員会を設けております。
執行役員会は常勤取締役及び最高財務責任者にて構成され、取締役会が決定した基本方針に基づき、重要な業務の執行及び計画の決議を
行っております。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社グループのコンプライアンス体制に関する各種規程は、全役職員が法令及び定款ならびに社会規範を遵守した行動をとるための行動規範
であります。

　リスク統括部門は、当社グループのコンプライアンスへの取組みを統括するとともに、企業取引審査及び業務委託先管理等、当社グループの使
用人への教育・啓発活動を継続的に企画・実行しております。また内部監査部門は定期的に内部監査を実施し、代表取締役へ監査報告を行うと
ともに、必要に応じ改善措置を勧告しております。

　当社グループの役職員が法令違反及び不正行為等のコンプライアンス違反の発生またはそのおそれのある状況を知った場合に、社内及び外
部機関に直接通報することができる内部通報制度を設置しております。内部通報時には、通報者の匿名性及び通報内容の機密性に充分な配慮
を行い、当社グループは通報者に対し不利益な取扱いを行っておりません。

６．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　当社グループは、企業集団における業務の適正を確保するために、企業の方針・戦略・管理・運営を行う体制とリスク管理を行う体制を構築して
おります。

　リスク統括部門は、当社グループ全体のリスクを洗い出し、リスク対策の検討を実施、リスク対応体制の構築と運営、コンプライアンス・プログラ
ムの進捗管理等を実施しております。また、当社グループの役職員に対して、その役職・業務内容に応じて必要な研修を計画及び実施しておりま
す。当社グループの子会社には当社の役職員を役員として派遣するとともに、重要な事項に関しては子会社から当社への報告を行う体制を構築
しております。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　当社は、必要に応じて監査役の職務を補助すべき使用人を監査役スタッフとして置くこととしております。監査役スタッフは、監査役より監査業務
補助に必要な命令を受けた場合、客観性担保のため、その命令に関し、取締役の指揮命令を受けません。また、監査役スタッフの人事異動、評
価、懲戒処分等については、監査役の意見を尊重し対処いたします。

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

　取締役は、取締役会等の重要な会議において、その担当する業務の執行状況及び子会社の業務執行状況を監査役に対し随時報告しておりま
す。

　また、当社グループの役職員は、以下に定める事項につき、発見次第速やかに監査役に対し報告を行っております。なお、当社は、監査役へ報
告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行っておりません。

　（ア）会社に著しい損害が発生するおそれがある事項

　（イ）重大な法令及び定款違反に係る事項

　（ウ）リスク管理に係る重要な事項

　（エ）当社グループから報告を受けた重要な事項

　（オ）その他経営上重要と判断される事項

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役会は、会計監査人、内部監査部門等より定期的に報告を受け、意見交換会を実施しております。また、必要に応じ、取締役及び使用人に
対しヒアリング等を行っております。監査役会は、監査の実施にあたり必要と認める場合は、独自の判断において弁護士・公認会計士等の外部機



関を活用し、監査業務に関する助言等を受けることができます。監査役が職務の執行に必要な費用について請求した場合、当社は、当該請求に
係る費用または債務が監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、これを支払っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は暴力団等の反社会的勢力による接触、不当要求に対しては毅然とした態度で対応し、断固たる姿勢で反社会的勢力との関係排除に取り

組んでおります。そのために、当社は「反社会的勢力に対する基本方針及び対応に関する規程」及び関連するガイドラインを制定しております。

　また、リスク統括部門を反社会的勢力への対応の統括部門とし、リスク統括部門は、所轄警察・加盟外部専門機関・顧問弁護士との連携体制の

構築を含む、管理体制の整備・構築及び被害防止のための社員研修を実施しております。

　当社は、あらゆる暴力を排除し、企業防衛を図ることを目的として、「社団法人警察管内特殊暴力防止対策連合会」に加盟し、同団体で開催され

る研修会に参加することにより、企業防衛に必要な情報の収集を行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

情報管理体制と運用状況

当社は、東京証券取引所の有価証券上場規程に則り、以下の手続きを遂行致しております。

（１）IR担当部門は、各事業部からの外部公表予定の情報を取りまとめる。

（２）執行役員会において、その重要性を判断し、

　　（ア）「適時開示が求められる会社情報」に該当するもの

　　（イ）「適時開示が求められる会社情報」に該当しないが、投資家の投資基準に重要な影響を及ぼすものと思われるもの

　　（ウ）上記（ア）、（イ）に該当しないもの

　　に区分した上で、外部公表の是非を協議する。

（３）執行役員会で外部公表をすべきと判断したものについて、取締役会においてその内容と外部公表の承認を得る。

（４）最終的に（ア）及び（イ）の項目について、極力、東証上場部に事前相談した上で、IR担当責任者（当社の場合、取締役執行役員最高財務責任
者）の命を受けた者がTDnetに掲載の手続きを行う。




